
資料4-1

【肝炎】
肝臓の細胞が破壊されている状態

【原因】 1    ‐   ・

ウイルス性  :A型、B型、c型、D型、E型など
薬 物 性  :薬物や毒物、化学物質による
アルコール性 :アルコニルによる   .        :
自己免疫性  ‐:免疫系の異常による

【ウイルス性肝炎】 臨床経過から下記①、②、③に分類          、'

①急性肝炎 :A型、B響、E型肝炎ウイルスによるものが多い
、 急激に肝細胞が障害される、(症状は発熱、全身倦怠感、|:黄疸など).

自然経過で治癒する例が多い      .      .

②劇症肝炎 :急性肝炎のうち8週間以内に高度の肝機能障害により脳症などを来す
集中的な医学管理が必要 (生存率は30%程度)

③慢性ET炎 :B型、C型肝炎ウイルスによるものが多い
長期間にわたり肝障害が持続
徐々に肝臓が線維イヒし肝硬変に至ることもある
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B型肝炎 C型肝炎

キャリア数※1 約110～ 149万人(推定) 約190～ 23o万人(推定)

患者数※2 約7万人(推定)

(慢性肝炎 約5万人/肝硬変・肝がん 約2万人)

約37万人(推定)

(慢性肝炎 約28万人/肝硬変・肝が

～

約9万人)

※ 1 平成16年度厚生労働科学研究費補助金肝炎等克服緊急対策研究事業報告書 (吉澤班)より推計.

患者数 (推計)を含む。
           存在し続lザている状態の者。  |「キャリア」とは、肝炎ウイルスが体内1手持続的に1

患者数は、平成20年患者調査より推計。                 、     ,
,

※ 2

B 型  肝  炎 C 型 肝 炎

原因
ウイルス

B型肝炎ウイルス C型肝炎ウイルス

病原体の

発見
1968(S`3)′F 1988(S63)`手

検査方法

の確立
1970(S45)年 1989(H元 )年

献血時の

検査開始
1972(S47)J手 1989(H元 )年

‐
主な

感染経路

血液を介して感染
口垂直感染(母子感染)、

口水平感染(輸血等の医療行為、性感染、
等)

血液を介して感染
・垂直感染 (母子感染)、

・水平感染 (輸血等の医療行為、性感染、

等 )

治療法

抗ウイルス療法 :
(インタ■フエロン、核酸アナログ製剤,'     

等)

肝庇護療法(グリチルリチン製剤等)

抗ウイルス療法(インターフェロン)

肝庇護療法(グリチルリチン製剤等)

ワクチン あり なし
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・緊急肝炎ウイルス検査事業の開始

<肝炎総合対策の開始>
・インタ‐フ

'ェロン治療に対する医療費助成の開始

・インターフェロン医療費助成の運用変更

〔 8M層窪〃ず芳碁4漫篠言満昇訂蜜義ぃ       〕
・肝炎対策基本法 (平成21年法律第97号 )公布

・肝炎対策基本法 (平成21年法律第97号)施行

日肝炎医療費助成の拡充

20年 1月 ～

20年4月 ～

21年4月 ～

21年12月4日

22年 1月 1日

22年4月 1日

250.

200

150

100

50

0

H20H14 H15 H16 H17 H18 H19
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(単位 :億円)

H21 H22



80億円】

【25億円】

研究の推進 【20億円】

晰

晰



B型・ C型ウイルス性肝炎に対する
インターフェロン治療 及び 核酸アナログ製剤治療への

医療費助成を行う。

都道府県

B型口C型ウイルス性肝炎患者

B型・C型肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療

B型肝炎の核酸アナログ製剤治療

原則 1万円

ただし、上位所得階層については、2万円

国 :地方=1:1

180億円

360億円

H22予算額 180億 円 ← H21予 算額 129億 円

H21 : 所得に応じ、 1、 3、 5万円の自己負担限度額

H21 : インターフェロン治療のみ助成対象

H21 : インターフェロン治療に係る制度利用は、1人につき1回のみ
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111‐ 1投与期間め延長について (712週投与)

.所得階層区1分1認定の例外1的

1取

扱いについて  :
‐ |      ‐■. |             .  :1●

=|=,.‐
・.‐ . =‐ =■

●,■‐‐_____ ■===

O 自己負担限度額決定のための、所得階層区分認定は、

申請者の住民票上の「世帯」全員の市町村民税課税額の合計による。

畢

住民票上の「世帯」を原則としつつも、税制上・医療保険上の
.扶養関係にない者については、例外的な取扱い(課税額合算

対象から除外)を認める。

「
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インターフエロン治療に係る医療費助成実施手続の仕組み

③肝炎治療受綸者証
交付申請

②インターフエロン治療費
審査支払事務委託契約

①支払
インターフェロン治療費
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肝炎ウイルス検査の無料イじの体大 ■・ .

|「 il帰疇所におけう肝炎ウイルス検査 (特定感染症検査等事業)

4～ 18年度  保健所のみ

9年度から   医療機関委託も可能

0年 1月 から 委託医療機関での検査も

無料化が可能となるように措置

H22予算額 ‐25億円 ← H21予算額46億円

健康増進   市町村

事業
(肝炎ウイルス

検診)

希望者    看獅走肇だ
040歳 となる者
040歳以上の者であつて、

過去に受検歴のない希望者



実施年度 受診者 (人 ) 実施自治体数 (うち都道府県)

14 2, 322 35(16)

15 2,998 40(19)

16 6, 918 38(17)
1了 3.546 41(19)

18 15, 149 59(28)

19 181,697 121(45)

120

実施年度 受診者 (人 ) 実施自治体数 (うち都道府県)

14 1,805 30(14)

15 1,942 35(17)

16 4,855 35(15)

17 31495 39(16)

18 21, 331 48(22)

19 179,445 118(45)

20 456,727 ↑30(47)

(注)「緊急肝炎ウイルス検査事業」とは、平成20年 1月 から開始した医療機関委託による無料での肝炎ウイルス検査をいう。

節 目 節日外 節目 節日外 計 節 目 節日外 全体

B型 60,783 599,797 416 6,059 6,475 0.7 1.0 1:0

C型 61,077 596,860 195 6,061 6,256 0.3 1.0 110
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1肝炎ウイル不検診等実績

1)C型肝炎ウイルス

受診者数(人 )

「現在、C型肝炎ウイル
スに感染している可能性
が極めて高いJと判定

された者 (人 )

感業者率く%)

40歳検診
40歳検診以外の

対象者への検診
計 40歳検診

40歳検診以外の

対象者への検診 計 40歳検診
40歳検診以外の

対象者への検診
全体

平 成 19年度 129241 895,121 1_02437 8.051

`籠
目 満 診 飾 日外 検 診 計 節日検診 飾日外検診 滸 飾目検診 宙 日 外 18診

(平成18年度) 1.138.001 596.19( 1.734,191 1

(平成17年度) 1.196.45・ 1.527.81( 8,901 5,06i 13.971 l

(平成16年度) 1,271,321 347431 1,618,5 10.381 6●41 1 :

(平成15年度) 1,375,581 454,681 1,33027( 23.49 1 :

(平 成 14年席 〕 1298_741 6'47■ 1.923.48( 14.67: :

検診2 ウイルス

受診者数(人 )

HBs抗原検査におい

てr陽性』とされ
た者 (人 )

感染者率 (■ )

40歳検診
40歳検診以外の

対象者への検診
計 40歳 検診

40歳検診以外の

対象者への検診
計 40歳検診

40歳検診以外の

対象者への検診
全体

平 成 19年鷹 898.56 l.023.631 1 1

節 目検診 節日外検診
=十

節目検診 節 日 外 検 診 計 節 □ 検 診 節 日 外 検 診

(平成 18年度 ) :45.29 604,30 :_74■ 591 6_401 1 1

く平成17年度) .205421 34140( :.546.821 2_731 4.391 1 1

(平成16年度) 356.231 1.635,93` : 1 1

(平成15年度) _382.66( 1,349,121 22.521 : 1 1

(平 成 14年障 ) 291■ 9: 631.911 1923.11 5.231 1

H212‐予算額 191 2億円 ■ H21予算額912億円

(1)1診療体制の整備の拡充

・ 肝疾患診療連携拠点病院の指定

・ 肝炎情報センターの設置

(2)肝 硬変・肝がん患者に対する心身両面のケア、

医師に対する研修の実施  ヽ  :

・ 拠点病院における肝疾患相談センタTでの
相談事業の実施

_   ・ 肝炎情報センター主催の研修の実施
・ 拠点病院主催の研修の実施



l   ③研修機能   |

:顎露歴磐貞f黙鍾T言11

輩
盆彎
予
・
I一＼一「

・
｀

メ

②拠点病院間情報共有支援
|

肝疾患診療連携拠点病院で構成する
Ti協議会組織の事務局機能を担うなど拠

l①インターネット等による最新情報提供 |1点病院間の情報共有

1肝疾患医療に関する診療ガイドライン、肝炎診 |
!療をめぐる国内外の情報        ._.卜 ゝ

.

1_._._.__.~● ~● ~|― ●,● ~・ ~・ ~● ― ―●―●~`~● ~・ ~・ ~● ―●~● ―●‐●―●
、

一●―・ ~~・ ~

一般住民
医療機関

7参幹骨
相
談
支
援

講
演
会
・

医療機関

二般住民

肝疾患診療に関する医療機関に求められる役割

【専F5医療機関】
(2次医療圏に1カ所以上)

① 専門的な知識を持つ医師による診断と治療方針の決定

② インターフェロンなどの抗ウイルス療法

③ 肝がんの高危険群の同定と早期診断

【肝疾患診療連携拠点病院】
(都道府県に原則 1カ所)

肝疾患に係る一般的な医療情報の提供

都道府県内の医療機関等に関する情報の収集や提供

医療従事者や地域住民と対象とした

研修会・講演会の開催や肝疾患に関する情報支援

肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設定

肝疾患診療連携
拠点病院専門医療機関

かかりつけ医

22年6月 1日現在

都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドライン
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平成22年度診療報酬改定の概要
全体改定率   +0119%的 700億円)

.二
:〉

■0年ぶりのネットプラス改定
診療報酬 (本体)十

医科 +1.74%
(約4,800億 F

急性期入院医療に概ね4000億 円を配分

歯科 +2.09%櫛 600億円)

調剤 +O.52%飽 300億円)

薬価等     ▲1.36%徽ζ′ooo億 円)

社会保障審議会の「基本方針」

1.重点課題
・救急、産科、小児、外科等の医療の再建
・病院勤務医の負担軽減
2.4つの視点

充実が求められる領域の評価 など
3.後期高齢者という年齢に着目した診療報
酬体系の廃止 ■

重点課題への対応 ー
救命救急センター、二次救急医療機関の評価

ハイリスク妊産婦管理の充実、ハイリスク新生児に対する集中治療の評価

手術料の引き上げ、小児に対する手術評価の引き上げ

緻 飩 餘 蜃 調 菱 F¬
後期高齢者医療の診

75歳という年齢に着目した診療報酬体系の廃止

地域の連携による疾患対策の評価について

>肝炎治療の専門医療機関において、肝炎患者に対するイン
ターフェロン治療計画を策定し、副作用等を含めた詳細な説明を
行うことを新たに評価

① 肝炎インターフェロン治療計画料   700点

>肝 炎治療の専門医療機関と連携して肝炎インターフェロン治療
を行う地域の医療機関の評価    _

肝炎インターフェロン治療連携加箪 50点

枷 卿
>認知症の専門医療機関において、認知症の鑑別診断及び療養
方針の決定を行うことを評価

Q)認知症専門診断管理料    500点
>認知症の専門医療機関と連携した地域の医療機関における認
知症患者の診療の評価
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肝疾患診療連携拠点病院に設置する相談センター・相談員の資質向上のため、

肝炎患者ないし元患者であつた者を講B薔とする講習会を実施

同じ経験を有する患者 。家族が相談にのり、互いに支え合うこと

(ピアサポート)ができるよう、肝炎患者等を対象にしたピアサポーター

育成のための研修を実施 ※ピア(peer):同 じ立場の方

> 地1或で、電話相談などの活動を実施する憲者会の活動に対する支援等

(          24

厚労省における

主な取組

> 地域の憲者、家族、患者支援団体等のご要望に応える『患者サロン』の開設



H22予算額 20億円 ← H21予算額19億円

H14  H15  H16  H17 H18  H19  H20 H21  H22

戦略 目標

今後7年間で、

・B型肝炎
の臨床的治癒率、

.

約30%→ 40%、

・C型肝炎 ヽ

(lb高ウイルス型)

の根治率
約50%→ 70%

・非代償性肝硬変
(Child― Pugh C)
における5年生存率
約25%→500/0(B型 )(

約25%→ 35%(c型 )

・進行肝がん
の5年生存率
約25%→ 40%

を目指す。

■1圧炎‐等の研1究成果

1懇卜許
ズ

`叡

北醗島
'轟

黒ニ



t  ´_

0ウイルス性肝炎の

輩躍識通=|,1治癒率上昇

0肝硬機聯剛蜘`んによる

治療技術の開発

期診断 口治療技術の開発 等

0 肝疾患病態別のキャリi

0 標準的な肝炎治痺

0 新規治療薬の開鋼

0 肝硬変に対t

・国内最大の感染症

“肝がん全

肝炎等克服緊急対策研究事業      l.

肝炎研究
7カ年戦略

数※2

千人
１

２

平蔵L年度厚労省研究班報告書(吉澤班)より推計
※ 平成20年人口動態統計 (確定数)の概況より推計

10「

^1沿

療1崚
1と

お療築門警:の|ガ員Lr関すぅ言|マ :‐
|

●肝硬変を含めたウイルス性肝疾患の治療の標準化に関する研究(H19-21)

・B型及びC型慢性肝炎の詳細なガイドライン作成

●テーラーメイ ド治療を目指した肝炎ウイルスデータベース構築(H19-21)

・肝炎ウイルス統合データベースの構築

10鮮演変治療の現状と治療薬開発の1方向性に関する|三|マ 1

●インタニフェロンの抗肝線維化分子機構の解明とその応用(H20-22)

・マウス星細胞の活性化時に変動するmbro RNAの抽出

19=が石潜驀|:1殊|こ|1羞暴|||オ1鷲1申準テ́‐
||11

●肝癌早期発見を目的とした分子マーカー及び画像診断システムの開発 (H20-22)

・肝・IEの悪性度及び早期肝癌の新しい分子マーカー候補の検出

10新111レイルスⅢll^湾療華1輌義||11,=暮棗
"=φ

ガ1lⅢII粛,する||||
●ヒト肝細胞キメラマウスを用いた治療抵抗性の肝炎に関する研究(H20-22)

・治療抵抗性のC型肝炎モデル及び薬剤抵抗性のB型肝炎モデルの作成

●肝炎ウイルスの培養系を用いた新規肝炎治療法の開発(H19-21)
・HCV感染に関わる複数の新たなHCV侵入阻害機構の解明

10中器 Ⅲ
=111準

す|||マ |:
●肝炎状況 。長期予後の疫学に関する研究(H19-21)

・『肝炎ウイルス検診」受診者、初回献血者の大規模集団における実態把握

26



●ウィルス性肝炎における最新の治療法の標準イしを目指す研究(H22-241
・FN少量長期投与のより高いエビデンスのための検討

●ウイルス性肝炎に対する応答性を規定する宿主因子も含めた情報のデータベース構築・治療応用に関する研究構築(H22-24)
・肝炎ウイルス統合データベースの構築

②

"凛

変1潜績の現状と着療薬開発め芳尚性i=蘭するテ■マ
●骨髄および脂肪由来細胞を用いた次世代型肝臓再生・修復 (抗線維化)療法の開発研究(H21-23)

・骨髄細胞を用いた肝再生療法の基礎的解析、有効性の検討

●肝発癌Ip制を視野に入れた肝硬変の栄費療法のガイドライン作成を目指した総含的研究(H20-22)
・肝硬変の栄養療法ガイドラインの作成

●ウイルス性肝炎からの発がん及び肝がん再発の抑制に関する研究(H22-24)
.・

C型の病態別における抗ウイルス療法の発がん抑制効果の検討

●肝炎ウイルス感染複製増殖過程の解明と新規治療法開発に関する研究(H22-24)
・HCV感染増殖に関与する宿主蛋自の解析び、HCV培養系による低分子ライブラリーからの増殖阻害物質の探索

●肝炎ウイルスによる肝疾患発症の宿主要因と発症予防に関する研究(H22-24)
・HCV増殖と代謝異常の関連を分子レベルで解明し、新規治療法の開発

⑤

"炎

等痺学研究:1間違するテ■ヤ
●肝炎ウイルス慰染状況・長期経過と予後調査及び治療導入対策に関する研究{H22-241

・肝炎ウィルス検査の追跡調査等による持続感業者総数の推計等の実態把握
●B型肝炎のジェノタイプA型感染の慢性化など本邦における実態とその予防に関する研究(H21-23)

・H8VジェノタイプAに関する我が国の実態把握を行い、ハイリスクグループの調査、予防対策を検討
●B型肝炎の母子感染および水平感染のl巴握とワクチン戦略の再構築に関する研究(H21-23)

・小児のB型肝炎ウイルス感染の感染経路等の実態を把握し、効果的な予防策の開発

早期発見・早期治療
:

適切な治療を受け
ていなし`理由

肝炎患者・感染者で
あることを知らない。

肝炎患者・感染者で
あることを知っている

―
日
▼

→匿□ ■
肝炎治療に適した
医療機関ヘアクセ
スできていない。

地域の診療体制が

出来ており、治療
に適した医療機関
に通院中。

医師からIFN治療を勧
められているが、iFN治

を受けていない。

経済的負担が主因である場合

不安や多忙が主因である場合



〇認定基準に該当する肝臓機能障害のある方

○肝臓移植を受け、抗免疫療法を実施している力

肝臓機能障害による身体障害者手帳の交付について
(平成22年4月 1日施行)    

平成22年 5月 25日

厚生労働省障害保健福祉部

対象者

適用される

施策など

申請書、診断書、写真 くたて4cln× 横3釧)をお住まいの市町村の担当窓□に提出してくださ
い 。

※診断書は、身体障害者手帳指定医が作成したものに限ります。

主として1干臓機能障害の重症度分類であるChnd― Pugh分類によつて判定します。

3ヶ月以上グレ`ニ ドCに該当する方が、概ね身体障害者手帳の交付対象となります。

※Ch‖d―Pugh分類
肝性脳症、腹水、lm清アルプミン値、プロトロンピン0吉 間、血清総ピリルビン値によつて

:T臓機能障害の重症度を評価します。

○障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスや自立支援医療 (更生医療・育成医療)の対象と

なります。  ′

○等級によつては、公職選挙法に基づ<選挙の際に郵便投票を行うことができる措置の対象や、

障害者の雇用の促進等に関する法律に基づ<企業の1章害者雇用率制度や障害者雇用納付金の算定

の対象となります。

8習用電F撰虐撞震瞥講壺譲塞煙曇F碁露遷贈認籍塁P習果議曇議纂機薫轟桧料などの割31措置
を受けられる場合があります。
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